大阪狭山市既存民間建築物耐震診断補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、建築物の耐震診断の実施を促進するため、本市に存する建築物（国及び他の地方公共団体が所有する建築物を除く。以下「民間建築物」という。）の耐震診断を実施する民間建築物の所有者に対して、大阪狭山市既存民間建築物耐震診断補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて必要な事項を定める。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　耐震診断　建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第４条第２項第３号に規定する技術上の指針となるべき事項に基づき、耐震診断技術者が耐震性について判定するものであって、一般財団法人日本建築防災協会が発行する「２０１２年改訂版木造住宅の耐震診断と補強方法」に定める一般診断法若しくは精密診断法（時刻暦応答計算による方法を除く。）、「大阪府木造住宅の限界耐力計算による耐震診断・耐震改修に関する簡易計算マニュアル」に定める限界耐力計算又はその他市長が適当と認める方法に基づき耐震性について判定する診断をいう。
⑵　予備診断　耐震診断に要する費用の見積りを行う等の目的で、予備的に耐震診断対象建築物や設計図書等の概要の確認を行う現地調査等
⑶　耐震診断技術者　次に掲げる者（その者が所属する建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定により登録を受けている建築士事務所及び建築業法(昭和２４年法律第１００号)第２条第３項に規定する建築業者を含む。）をいう。
ア　木造住宅においては、次のいずれかに該当する者をいう。
（ア)　公益社団法人大阪府建築士会が平成２４年度以降に主催する「既存木造住宅の耐震診断・改修講習会」を受講し、受講修了者名簿に登録されている者
（イ）　建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２項第１項に規定する建築士で、一般財団法人日本建築防災協会が平成２４年度以降に主催する「木造住宅の耐震診断及び補強方法講習会」を受講し、当該講習会の受講修了証の交付を受けたもの
（ウ）　一般財団法人日本建築防災協会が主催する「木造耐震診断資格者講習」を受講し、当該講習の受講修了証の交付を受けた者
（エ）　その他市長が（ア）、（イ）及び（ウ）に掲げる者と同等以上の技術を有すると認めた者
イ　鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造（以下「非木造」という。）の建築物においては、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第１項に規定する一級建築士又は二級建築士で、かつ、都道府県、市町村、一般財団法人日本建築防災協会又は公益社団法人大阪府建築士会が催する非木造の既存建築物の耐震診断に関する講習会を受講し、受講修了者として名簿に登録されているもの
（補助対象建築物）
第３条　補助の対象となる民間の既存建築物（以下「補助対象建築物」という。）は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）の規定に適合し、次の各号に掲げる要件に該当する建築物とする。ただし、既に本要綱に基づき、補助金の交付を受けたものは除く。
⑴　大阪狭山市内に存する民間建築物であって、原則として、昭和５６年５月３１日以前に法第６条第１項の規定による建築主事の確認を受けて建築されたものであること。
⑵　住宅（長屋、併用住宅及び共同住宅を含み、現に居住しているもの又はこれから居住しようとするものに限る。）又は建築物の耐震改修促進に関する法律第
１４条に規定する特定既存耐震不適格建築物（現に使用しているものに限る。以下「特定既存耐震不適格建築物」という。）
（補助対象者）
第４条　補助の対象となる者は、前条に規定する補助対象建築物の所有者で、大阪狭山市暴力団排除条例（平成２５年大阪狭山市条例第４号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者でないものとする。ただし、区分所有建築物にあっては、建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第
６９号）第３条に規定する団体とする。
（補助内容）
第５条　補助金の交付の対象となる費用は、耐震診断及び予備診断に要した費用（補修費及び修繕費は除く。以下同じ。）の額と別表の耐震診断補助金交付基準に定める補助基準額とを比較していずれか少ない方の額とする。
２　補助金の額は、別表の耐震診断補助金交付基準により算定した額とする。
（補助金の交付申請）
第６条　補助金の交付を受けようとする者は、耐震診断を着手する以前に、大阪狭山市既存民間建築物耐震診断補助金交付申請書（様式第１号）に必要書類を添えて市長に提出しなければならない。
（補助金の交付決定及び通知）
第７条　市長は、前条の申請書を受理したときは、当該申請の内容を審査し、適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、大阪狭山市既存民間建築物耐震診断補助金交付決定通知書（様式第２号）により、当該申請者に通知するものとする。この場合において、市長は、当該補助金の交付について条件を附することができる。
２　市長は、前項に規定する審査の結果、補助金を交付しないことを決定したときは、大阪狭山市既存民間建築物耐震診断補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、当該申請者に通知するものとする。
（権利譲渡の禁止）
第８条　前条第１項の規定による補助金の交付の決定の通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助金交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならない。
（耐震診断の着手）
第９条　補助事業者は、当該通知書を受け取った日から９０日以内に耐震診断に着手するものとし、着手したときは直ちに大阪狭山市既存民間建築物耐震診断着手届（様式第４号）により市長に届けなければならない。
（補助申請の取下げ）
第１０条　補助事業者は、第７条の規定による通知を受け取った日から１０日以内に限り交付申請を取り下げることができる。
２　補助金交付申請を取り下げようとする者は、取下げ申請書（様式第５号）を提出しなければならない。
３　第１項の規定による取下げがあったときは、第７条に定める補助金交付の決定がなかったものとする。
（耐震診断の変更）
第１１条　補助事業者は、第６条に定める申請内容を変更しようとするときは、速やかに大阪狭山市既存民間建築物耐震診断補助金交付申請内容変更承認申請書（様式第６号）を市長に提出し、市長の承認を受けなければならない。
（耐震診断の中止）
第１２条　補助事業者は、事情により耐震診断を中止しようとするときは、速やかに大阪狭山市既存民間建築物耐震診断補助金交付中止届（様式第７号）を市長に提出し、市長の承認を受けなければならない。この場合において、それまでに要した経費は、自己負担とする。
（耐震診断の報告）
第１３条　補助事業者は、耐震診断終了後、大阪狭山市既存民間建築物耐震診断報告書（様式第８号）に市長が必要と認める書類を添えて、市長に提出しなければならない。
（補助金の額の確定）
第１４条　市長は、前条の規定による報告書を受理したときは、当該報告書等の内容を審査し、耐震診断が適正に行われたと認めるときは、補助金の額を確定し、大阪狭山市既存民間建築物耐震診断補助金交付額確定通知書（様式第９号）により速やかに補助事業者に通知するものとする。
（補助金の請求）
第１５条　補助事業者は、前条の規定により補助金の交付確定の通知を受けたときは、請求書に市長が認める書類を添えて、当該通知に定める確定額を市長に請求するものとする。
（補助金の交付）
第１６条　市長は、前条の規定による補助金請求があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、当該請求者に対し補助金を交付するものとする。
（決定の取消し）
第１７条　市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
⑴　偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき、又は受けようとしたとき。
⑵　補助金を交付目的以外に使用したとき。
⑶　補助金の交付決定に附した条件に違反したとき。
⑷　この要綱の規定又はこれに基づく指示に違反したとき。
２　市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、大阪狭山市既存民間建築物耐震診断補助金交付取消通知書（様式第１０号）により補助事業者に通知するものとする。
（補助金の返還）
第１８条　市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係る補助金を既に交付しているときは、大阪狭山市既存民間建築物耐震診断補助金返還命令書（様式第１１号）により、期限を定めてその返還を命じるものとする。
（補助事業者に対する指導）
第１９条　市長は、補助事業者に対して、建築物の地震に対する安全性の向上が図られるよう、必要な指導及び助言をすることができる。
附　則（平成９年３月３１日要綱第２号）
この要綱は、平成９年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成１９年３月２８日要綱第５号）
　（施行期日）　　
１　この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この要綱による改正後の大阪狭山市既存民間建築物耐震診断補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われた耐震診断に係る補助金について適用し、
　同日前に行われた耐震診断に係る補助金については、なお従前の例による。
　　　附　則（平成１９年１２月２８日要綱第２９号）
　この要綱は、平成２０年１月１日から施行する。
　　　附　則（平成２３年３月３１日要綱第３号）
　（施行期日）　
１　この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この要綱による改正後の大阪狭山市既存民間建築物耐震診断補助金交付要綱又は
　大阪狭山市木造住宅耐震改修補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に
　行われた耐震診断又は耐震改修工事に係る補助金について適用し、同日前に行われた耐震診断又は耐震改修工事に係る補助金については、なお従前の例による。
　（施行期日）　
１　この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この要綱による改正後の大阪狭山市既存民間建築物耐震診断補助金交付要綱又は
　大阪狭山市木造住宅耐震改修補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に
　行われた耐震診断又は耐震改修工事に係る補助金について適用し、同日前に行われた耐震診断又は耐震改修工事に係る補助金については、なお従前の例による。
　（施行期日）
１　この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この要綱による改正後の大阪狭山市既存民間建築物耐震診断補助金交付要綱、大阪狭山市木造住宅耐震改修設計補助金交付要綱又は大阪狭山市木造住宅耐震改修補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われた耐震診断、耐震改修設計又は耐震改修工事に係る補助金について適用し、同日前に行われた耐震診断、耐震改修設計又は耐震改修工事に係る補助金については、なお従前の例による。
　（施行期日）
１　この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。
（施行期日）
１　この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この要綱による改正後の大阪狭山既存民間建築物耐震診断補助金交付要綱、大阪狭山市木造住宅耐震改修設計補助金交付要綱、大阪狭山市木造住宅耐震改修補助金交付要綱及び大阪狭山市木造住宅除却補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に耐震診断、耐震改修設計、耐震改修工事又は除却工事に係る補助金の交付申請をした者について適用し、この要綱の施行の日前に耐震診断、耐震改修設計、耐震改修工事又は除却工事に係る補助金の交付申請をした者については、なお従前の例による。
附　則
１　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この要綱による改正後の大阪狭山市既存民間建築物耐震診断補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われた耐震診断に係る補助金について適用し、同日前に行われた耐震診断に係る補助金については、なお従前の例による。
別表（第５条関係）
耐震診断補助金交付基準
	区　　分
	補助基準額
	補助金の額

	木造住宅（長屋、併用住宅及び共同住宅を含み、現に居住しているもの又はこれから居住しようとするもの
に限る。）
	次により算定した額
延べ面積×１平方メートル当たり１，１００円
	耐震診断に要した費用の額と補助基準額とを比較していずれか少ない方の額（以下「補助基本額」という。）の１１分の１０の額
（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）と５０，０００
円に当該建築物の戸数
を乗じて得た額とを比較　
していずれか少ない方
の額とし、１棟当たり
１，０００，０００円を限度とする。

	非木造住宅（長屋、併用住宅及び共同住宅を含み、現に居住しているもの又はこれから居住しようとする
ものに限る。）
	次により算定した額
　⑴　一戸建住宅　延べ面積×１平方メートル当たり１，１００円
　⑵　前号以外の住宅　次の延べ面積の区分により算定した額
　　ア　延べ面積１，０００平方メートル未満の住宅　
延べ面積×１平方　　メートル当たり　　　３，６７０円
　　イ　延べ面積１，０００平方メートル以上　　　　２，０００平方メートル未満の住宅　延べ面積×１平方メート当たり１，５７０円
　　ウ　延べ面積２，０００平方メートル以上の住宅　
延べ面積×１平方　　　メートル当たり　　　１，０５０円
	補助基本額の２分の１の額（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）と２７，０００
円に当該建築物の戸数
を乗じて得た額とを比較　
していずれか少ない方
の額とし、１棟当たり
１，０００，０００円を限度とする。

	建築物の耐震改修促進に関する法律第１４条で定める民間の特定既存耐震不適格建築物のうち、同条第１号で定める学校、病院及び老人ホーム並びに建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（平成７年政令第４２９号）第６条第１項第２号、第８号及び第９号に定めるもので、同条第２項各号で定める規模以上のもの（現に使用しているものに限り、
住宅を除く。）
	次により算定した額
　⑴　延べ面積１，０００平方メートル未満の特定既存耐震不適格建築物　延べ面積×１平方メートル当たり３，６７０円
　⑵　延べ面積１，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満の特定既存耐震不適格建築物　延べ面積×１平方メートル当たり
１，５７０円
　⑶　延べ面積２，０００平方メートル以上の特定既存耐震不適格建築物　延べ面積×１平方メートル当たり１，０５０円
	補助基本額の３分の２の額（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）と１棟当たり　１，３３２，０００円とを比較していずれか少ない方
の額

	大阪狭山市地域防災計画に位置づけられた集会所など
の避難所等
	
	

	上記以外の特定既存耐震不適格建築物（住宅を除
く。）
	同上
	補助基本額の２分の１の額（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）と１棟当たり
１，０００，０００円とを比較していずれか少ない方の額


